
令和8年(2026年)6月3日

令和8年度
グリーン製品市場の創出に
向けたサプライチェーンにおける
脱炭素化支援事業
事業説明会
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• 東京都よりご挨拶

• カーボンフットプリント(CFP)とは

• 事業のご紹介

• 申請書記載方法のご説明

• 質疑応答

本日の内容
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1. 製品・サービスの原材料調達から廃棄、リサイクルに至るまでのライフサイクル全体を通した温室効果ガス排出量を、CO2排出量として換算した値のこと
2. Greenhouse Gasの略称。二酸化炭素（CO2）やメタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、フロンガス等が該当する
Source: カーボンフットプリント ガイドライン(別冊)CFP 実践ガイド (経済産業省・環境省) https://www.env.go.jp/content/000136177.pdf; グリーン・バリューチェーン・プラットフォーム(環境省・経済産業省・農林水
産省)https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/cfp_calculation.html 

算定方法のイメージ

カーボンフットプリント (CFP: Carbon Footprint of Product)1は、製品の原材料調達から
廃棄・リサイクルまでの温室効果ガス (GHG)2の総排出量
CFPとは何か

1. 原材料調達 2. 生産 3. 流通・販売 4. 使用・維持管理 5. 廃棄・リサイクル

原料Y 輸送

原料X 輸送 梱包 輸送 輸送 使用製造 販売

廃棄物廃棄物 廃棄物

輸送 輸送 輸送

廃棄物
処理

廃棄物
処理

廃棄物処理

各プロセスの
GHG排出量の
合計がCFP

カーボンフットプリント (CFP)
(例) 12.5kg-CO2e

ライフサイクル全体 (原材料調達
から廃棄・リサイクルまで)を通した
GHGを、CO2排出量に換算した値

原材料の重量、製造における
電力投入量 等

原料Yの重量
2.5kg

(例)

できる限り自社のデータを入手する

活動量
各プロセスの単位あたりGHG排出量

排出係数

原料Y生産の排出係数
XXkgCO2e/kg

(例)

二次データベースを用いる 実際の算定では、表計算ソフトを用いる

https://www.env.go.jp/content/000136177.pdf
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/cfp_calculation.html
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CFPはサプライチェーンにおける排出量の見える化、ホットスポットの把握を可能とするため
効率的に削減策を進める上で重要
なぜ、いまCFPが必要なのか (GHG排出量削減)

ホットスポットを
把握できる

1. 原材料調達 2. 生産 3. 流通・販売 4. 使用・
維持管理

5. 廃棄・
リサイクル

原料X 輸送 梱包 輸送 輸送 使用製造 販売

原料Y 輸送 廃棄物廃棄物 廃棄物

輸送 輸送 輸送

廃棄物
処理

廃棄物
処理

廃棄物処理

製品のライフサイクルの各項目に対する排出量を算定し、合計してCFPを算定

製品毎のGHG排出量を包括的かつ詳細に把握可能 CFPを算定したことで、排出量の多い段階
を把握できた。それにより効率的な削減策
の検討や実行が可能となった

CFP算定結果をサプライヤーに共有すること
で、製造段階における削減の重要性を認
識してもらえた。そのおかげで、サプライヤー
と協力してGHG削減ができている

CFP算定・表示をしている企業



7 Co
py

ri
gh

t 
©

 2
02

6 
by

 B
os

to
n 

Co
ns

ul
ti

ng
 G

ro
up

. 
Al

l 
ri

gh
ts

 r
es

er
ve

d.

CFPを通じて脱炭素に取り組む姿勢を、 顧客・消費者に対して示すことができる
なぜ、いまCFPが必要なのか (脱炭素価値訴求)

CFP算定・表示をしている企業

調達先にCFPを提供して、選定の材料
として活用してもらっている

顧客から「GHG排出量が減るのかが数値
でわかるので便利」と言われた

顧客から「業界の中でも進んでいる企業」
と評価してもらえた顧客が、自社のScope3

削減に向けて、CFPが小さい
製品を調達する

中間製品のCFPを算定し、
顧客に脱炭素価値を示す

B2B企業

顧客

サステナビリティに配慮したい
消費者が、CFPを算定した
製品を購入する
また、CFPを活用する企業
姿勢に好感を抱く

完成品のCFPを算定し、
消費者に脱炭素価値
を示す

B2C企業

消費者
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チヨダ物産株式会社
革靴

株式会社ユナイテッドアローズ
カットソー

株式会社Ｉーｎｅ
シャンプー

日本でも多くの企業がCFPを活用して脱炭素に取り組む姿勢を表現している
なぜ、いまCFPが必要なのか–参考事例

ミニストップ株式会社
ソフトクリーム、食べるスプーン、プラスチックスプーン

企業名/CFP算定対象

Source: CFP実践ガイド; カーボンフットプリントの表示等の在り方検討会 アシックス CFP表示の取組について (株式会社アシックス); カーボンフットプリント実践ガイド; ゴールドウイン Website; Allbirds 2023年版サステナ
ビリティレポート: Ｉーｎｅカーボンフットプリント算定報告書; コーセー 雪肌精 クリアウェルネス ピュア コンク SS カーボンフットプリント算定報告書; 【佐川急便】飛脚宅配便1個あたりのカーボンフットプリントを算定; SAGA 
COLLECTIVE協同組合_概要資料;

株式会社コーセー/
化粧水

株式会社アシックス/
ランニングシューズ

株式会社ゴールドウイン/
ジャケット (ノースフェイス)、スニーカー (Allbirds)

佐川急便株式会社
飛脚宅配便

SAGA COLLECTIVE
海苔、醤油、家具等

※2025年3月時点の算定数値

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/guide/CFP_jissen_guide.pdf
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/guide/CFP_jissen_guide.pdf
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/CFP_siryou_20241025_5.pdf
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/CFP_siryou_20241025_5.pdf
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/CFP_siryou_20241025_5.pdf
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/CFP_siryou_20241025_5.pdf
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/CFP_siryou_20241025_5.pdf
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/CFP_siryou_20241025_5.pdf
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/CFP_siryou_20241025_5.pdf
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/guide/CFP_jissen_guide.pdf
https://www.goldwin.co.jp/store/brand/allbirds/contents/sustainable-practices/?srsltid=AfmBOopoTByz5kxywZ9J0PNYqFW41J09eEq5WbagQdf8mv5vbK5YOSFC
https://www.goldwin.co.jp/store/brand/allbirds/contents/sustainable-practices/?srsltid=AfmBOopoTByz5kxywZ9J0PNYqFW41J09eEq5WbagQdf8mv5vbK5YOSFC
https://www.goldwin.co.jp/static/full/images/store/brand/allbirds/contents/plan/Allbirds_2023_Sustainability_Report_JP.pdf
https://www.goldwin.co.jp/static/full/images/store/brand/allbirds/contents/plan/Allbirds_2023_Sustainability_Report_JP.pdf
https://www.goldwin.co.jp/static/full/images/store/brand/allbirds/contents/plan/Allbirds_2023_Sustainability_Report_JP.pdf
https://i-ne.co.jp/files/BOTANIST_CFP.pdf
https://corp.kose.co.jp/ja/sustainability/environment/actionplan/pdf/SKCW-lotion_CFP.pdf
https://corp.kose.co.jp/ja/sustainability/environment/actionplan/pdf/SKCW-lotion_CFP.pdf
https://corp.kose.co.jp/ja/sustainability/environment/actionplan/pdf/SKCW-lotion_CFP.pdf
https://corp.kose.co.jp/ja/sustainability/environment/actionplan/pdf/SKCW-lotion_CFP.pdf
https://corp.kose.co.jp/ja/sustainability/environment/actionplan/pdf/SKCW-lotion_CFP.pdf
https://corp.kose.co.jp/ja/sustainability/environment/actionplan/pdf/SKCW-lotion_CFP.pdf
https://corp.kose.co.jp/ja/sustainability/environment/actionplan/pdf/SKCW-lotion_CFP.pdf
https://www2.sagawa-exp.co.jp/newsrelease/detail/2025/0212_2381.html
https://www2.sagawa-exp.co.jp/newsrelease/detail/2025/0212_2381.html
https://www2.sagawa-exp.co.jp/newsrelease/detail/2025/0212_2381.html
https://www2.sagawa-exp.co.jp/newsrelease/detail/2025/0212_2381.html
https://www2.sagawa-exp.co.jp/newsrelease/detail/2025/0212_2381.html
https://www2.sagawa-exp.co.jp/newsrelease/detail/2025/0212_2381.html
https://www.city.fukuoka.lg.jp/keizai/keieishien/business/documents/sagacollective.pdf
https://www.city.fukuoka.lg.jp/keizai/keieishien/business/documents/sagacollective.pdf
https://www.city.fukuoka.lg.jp/keizai/keieishien/business/documents/sagacollective.pdf
https://www.city.fukuoka.lg.jp/keizai/keieishien/business/documents/sagacollective.pdf
https://www.city.fukuoka.lg.jp/keizai/keieishien/business/documents/sagacollective.pdf
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CFPガイドライン
経済産業省・環境省

CFP人材育成ガイド
環境省

CFP表示ガイド
環境省

実践ガイド
経済産業省・環境省

CFP共通ルール策定ガイド
環境省

CFP入門ガイド
環境省

今日から減らすCO2  
― 中学生からわかるCFP ―
環境省

算定・検証の要件
を記載

CFPの表示で求められることを解説

企業の取組みを支援するため、政府によるCFPのガイドライン等の整備も着々と進んでいる
なぜ、いまCFPが必要なのか (政府発行CFP関連ガイドライン)

企業・自治体向けに、CFPの活用
人材の育成方法を解説

実務者向けにCFP
の算定・表示等の
仕方を解説

CFPの算定・表示に関する共通
ルールの作り方・手順を解説

初心者向けに、CFPの算定や表示
の仕方を解説

若年層向けに、CFPの重要性、
算定や
削減方法
を解説

Source:CFPガイドライン(20230526_3.pdf), CFP実践ガイド(20230526_4.pdf), CFP表示ガイド(CFP_hyoji_guide.pdf), CFP共通ルール策定ガイド(CFP_rulemaking_guide.pdf), CFP入門ガイド
(CFP_nyumon_guide.pdf), CFP人材育成ガイド(CFP_jinzai_guide.pdf), 今日から減らすCO2(CFP_chugakusei_guide.pdf)

初心者や人材育成向けCFP算定や表示、ルール策定の実務向け

グリーン・バリューチェーン・
プラットフォーム
環境省

CFP関連のガイド類が
掲載されている

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/carbon_footprint/pdf/20230526_3.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/carbon_footprint/pdf/20230526_4.pdf
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/guide/CFP_hyoji_guide.pdf
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/guide/CFP_rulemaking_guide.pdf
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/guide/CFP_nyumon_guide.pdf
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/guide/CFP_jinzai_guide.pdf
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/guide/CFP_chugakusei_guide.pdf
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政府で脱炭素製品制度について検討が進められており、グリーン製品への関心や機運が
高まっている
グリーン製品に関連する政府の検討会 (令和7年度、令和8年度)

概要

グリーン製品の需要創出等によるバリュー
チェーン全体の脱炭素化に向けた検討会
グリーン製品の需要創出に向けた施策の
方向性を示した

• グリーン製品需要の喚起
• バリューチェーン内企業間の連携推進
• サプライヤー・エンゲージメントの推進
• 中堅・中小企業の脱炭素支援

令和8年度は新たな評価・表示
制度の詳細を議論予定

• 各取組熟度の設定
• 対象の詳細要件
• 既存制度との連携等

時期 令和7年5月-7月 令和7年12月-令和8年2月

脱炭素製品需要喚起のための仕組み・
制度の方向性を議論した

• 評価の対象、基準

脱炭素製品等の需要喚起に向けた
検討会

Source: 環境省 グリーン製品の需要創出等によるバリューチェーン全体の脱炭素化に向けた検討会; 環境省 脱炭素製品等の需要喚起に向けた検討会

https://www.env.go.jp/council/valuechain_decarbonization.html
https://www.env.go.jp/council/valuechain_decarbonization.html
https://www.env.go.jp/council/demandstimulation_decarbonization.html
https://www.env.go.jp/council/demandstimulation_decarbonization.html
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政府では脱炭素製品制度について本年度も継続検討が行われる予定
令和７年度脱炭素製品等の需要喚起に向けた検討会

Source: 環境省 グリーン製品の需要創出等によるバリューチェーン全体の脱炭素化に向けた検討会; 環境省 脱炭素製品等の需要喚起に向けた検討会

https://www.env.go.jp/council/valuechain_decarbonization.html
https://www.env.go.jp/council/valuechain_decarbonization.html
https://www.env.go.jp/council/demandstimulation_decarbonization.html
https://www.env.go.jp/council/demandstimulation_decarbonization.html
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• 東京都よりご挨拶

• カーボンフットプリント(CFP)とは

• 事業のご紹介

• 申請書記載方法のご説明

• 質疑応答

本日の内容
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背景と目的
東京都が掲げる「ゼロエミッション
東京戦略 Beyond カーボン
ハーフ」を実現するには、
サプライチェーン全体で脱炭素に
取り組むことが必要

本事業では都内の企業の製品の
ライフサイクルを通じたGHG排出量
を"見える化" し、効果的な削減方
法を検討・実行していくことを目指
す

さらに、グリーン製品のブランディング
にも取り組むことで、消費者の
購買におけるグリーン製品の選択を
促進し、グリーン製品市場を
創出する

グリーン製品の開発・生産を目指す企業に対してCFP算定、削減策の検討、ブランディング
の伴走支援、加えて、助成金の申請に対して助言をする1

事業概要

事業の主な実施内容

取組について報告・発信を行う
• 東京都ウェブサイトで製品や本事業での取組を発信
• 中間報告、最終報告 (事業者向けと消費者向け) を実施

1. 事務局が助成金の申請書作成を代行するものではない

各グループ、各社の既存
製品のCFPを算定し、
排出量が多い箇所
(ホットスポット) を把握

CFPの算定結果を踏まえて、
削減策を立案・実行し、
グリーン製品を開発・生産

グリーンウォッシュを避けつつ、
消費者や取引先に刺さる
ブランディング・PRを検討・
実行

本事業の参加企業向けの助成金が用意されている
削減策のための費用、

グリーン製品のブランディング・PRに係る費用

CFP算定 削減策の検討・
実行

ブランディング・PR戦略
の検討・実行

2027年度2026年度
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サプライチェーン上の
企業グループ (最大6社) で申請

2グループ

• 大企業
• 中堅企業
• 中小企業
• スタートアップ

サプライチェーン上の企業グループ、及び中堅/中小企業やスタートアップの単独での取組が
伴走支援の対象
事業の対象製品と申請パターン

対象製品 申請パターン1

企業が単独で申請

3社

• 中堅企業
• 中小企業
• スタートアップ

or

GHG削減を目指す製品
• 今後GHG削減に

取り組むことが
明確になっているもの

• 現在のGHG排出量は
問わない

事業所に関する条件対象の企業区分

• リーダー企業は、東京都に
本社があること

• 過半数が東京都に事業所を
有すること
– 東京都に事業所を持たな

い企業は、国内に本社が
あること

• 東京都に本社があること

1. 本資料では伴走支援に関する条件を記載。助成金の支給条件は東京都環境公社のグリーン製品市場の創出に向けたサプライチェーンにおける脱炭素化支援事業に関する要綱
等に記載
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本社や事業所の場所、事業の実施場所に留意
グリーン製品市場の創出に向けたサプライチェーンにおける脱炭素化支援事業における対象事業者と助成金要件

単独 グループ

• 事業の支援と助成金の対象
• 事業の支援のみ対象で、助成金の対象外
• 事業支援の対象外

リーダー リーダー以外

東京都に
本社がある

東京都に
本社がない

東京都に
事業所がある

東京都に
事業所がない

• 国内に本社がある

• 本事業の取組は
日本国内で行う

本事業に参加する
事業者は、
以下を必ず満たすこと

東京都に事業所を有しない
企業があっても良いが、
過半数の企業が東京都に
事業所を有する必要がある

都内に事業所がない
企業は助成金の対象外
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大企業は単独での事業及び助成金支給の対象外である点に留意
グリーン製品市場の創出に向けたサプライチェーンにおける脱炭素化支援事業における対象事業者と助成金要件

単独

企業区分 中堅企業

大企業

中小企業

グループ

• 事業の支援と助成金の対象
• 事業の支援のみ対象で、助成金の対象外
• 事業支援の対象外

大企業は助成金の対象外

グループは、1つの製品のサプライチェーン上にある
大企業、中堅企業、中小企業等で構成する
必要がある
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(ご参考) 企業規模の区分については、別紙の企業区分の定義を参照

グリーン製品市場の創出に向けたサプライチェーンにおける脱炭素化支援事業
企業区分の定義

1) 本事業における中小企業とは、中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する中小企業者であって、以下の①から③までの要件のいずれかに該当
しない企業をいう。

① 大企業が単独で発行済株式総数又は出資総額の２分の１以上を所有又は出資している場合
② 大企業が複数で発行済株式総数又は出資総額の３分の２以上を所有又は出資している場合
③ 役員総数の２分の１以上を大企業の役員又は従業員が兼務している場合

2) 本事業における中堅企業とは、産業競争力強化法（平成25年法律第98号）第２条第24項に規定する従業員2,000人以下の中小企業に該当しない企業であって、以
下の①から③までの要件のいずれかに該当しない企業をいう。

① 大企業が単独で発行済株式総数又は出資総額の２分の１以上を所有又は出資している場合
② 大企業が複数で発行済株式総数又は出資総額の３分の２以上を所有又は出資している場合
③ 役員総数の２分の１以上を大企業の役員又は従業員が兼務している場合

3) 本事業における大企業とは、中小企業及び中堅企業に該当しない企業をいう。
4) 本事業におけるスタートアップとは、次の要件をすべて満たすものをいう。

① 新たなビジネス領域で成功し、急速に成長することを志向する企業であること。
② 応募時点で創業（第二創業も含む）後10年未満であること。
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1年半をかけてグリーン製品のCFP算定、削減策の検討・実行、PR戦略立案を事務局が
伴走支援する
事業の具体的な内容と事務局と参加企業の役割

事業内容 各グループ、各社の既存製品の
CFPを算定し、排出量が多い箇所
(ホットスポット) を把握

CFP算定

CFPの算定結果を踏まえて、削減施
策を計画し、グリーン製品を開発・
生産

削減策の検討・実行

グリーンウォッシュを避けつつ、消費者
や取引先に刺さるブランディング・PRを
検討・実行

事務局の
実施内容

• ライフサイクルフロー図のたたき台
を提供し、算定対象を整理

• 算定ツールのたたき台を提供し、
データ入手可否をヒアリング

• 入手したデータを用いてCFP算定

• CFP算定結果を元にした、削減
策案・推定削減量の提供

• グリーン製品の開発・生産の進捗
管理

• 助成金申請に関する助言

• 誰に、何を、どのように訴求するか
を明確化するワークショップの提供

• 議論を通じて、ブランド価値規定
シートの作成支援

• 助成金申請に関する助言

参加企業の
役割

• CFP算定に必要な情報の整理、
データの入手
– 関係先と調整し、入手可能

な範囲で対応いただく

• 実施している削減策の整理、
今後の削減策の計画

• 策定した計画をもとに、グリーン
製品の開発・生産の準備・実行

• 削減に関連する助成金の申請

• 商品のグリーン価値の訴求に
向けたブランディングやPR案の
検討・社内調整・実行

• ブランディング・PRに関連する
助成金の申請

ブランディング・PR戦略の
検討・実行
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事務局が算定に必要なフロー図やツールのたたき台を提供。採択企業が入手したデータをも
とに事務局がCFPを算定する1

CFP算定の支援イメージ

1. 本資料はイメージ共有を目的としており、架空の情報にて作成しています。

• ライフサイクルフロー図の作成
• 事務局がライフサイクルフロー図のたた

き台をご提示
• 参加者にご意見をいただき、事務局

がライフサイクルフロー図を作成
• 算定対象を明確化

CFP算定 削減策 ブランディング
・PR

CFP算定

• データの入手・CFPの算定
• 事務局がプロセス、排出係数入力済

の算定ツールのたたき台をご提示
• 参加者と入手可能な活動量を

ご相談
• 各社が入手した活動量を事務局が

入力してCFPを算定

プロセス 活動量 × 排出係数 ＝ GHG排出量

１．原材料調達段階 GHG排出量合計 0.00 kgCO2e
原材料使用量 データ出典 排出係数データベース情報

番号 名称 重量 (kg) 割合 排出係数 基準単位 データ項目名 出典
(A)：手入力 自動計算 (B)：手入力 (C)=(A)×(B)

① 原材料Aの生産 XXX 0.0% 社内データ XXX 1kg A IDEA Ver.3.1 XXX kgCO2e
③ 原材料Bの生産 XXX 0.0% 社内データ XXX 1kg B IDEA Ver.3.1 XXX kgCO2e
⑤ 副原料Cの生産（カットオフ） XXX 0.0% 社内データ
⑦ 包材Dの生産 XXX 0.0% 社内データ XXX 1kg D IDEA Ver.3.1 XXX kgCO2e

合計重量 0.00 0.0% 0.00 kgCO2e

輸送重量 輸送距離 トンキロ データ出典 排出係数データベース情報
番号 名称  (kg) (km)  (tkm) 排出係数 基準単位 データ項目名 出典

(A)：手入力 (B)：手入力 (C)=(A)/1000×(B) (D):手入力 (E)=(C)×(D)
② 原材料Aの輸送（生産地→工場） XXX XXX 0.00 輸送シナリオ XXX 1tkm トラック輸送サービス, 10トン車, 積載率_平均 IDEA Ver.3.1 XXX kgCO2e
④ 原材料Bの輸送（生産地→工場） XXX XXX 0.00 輸送シナリオ XXX 1tkm トラック輸送サービス,4トン冷凍車 IDEA Ver.3.1 XXX kgCO2e
⑥ 副原料Cの輸送（カットオフ）
⑧ 包材Dの輸送（生産地→工場） XXX XXX 0.00 輸送シナリオ XXX 1tkm トラック輸送サービス, 10トン車, 積載率_平均 IDEA Ver.3.1 XXX kgCO2e

0.00 kgCO2e

プロセス

プロセス

GHG排出量

GHG排出量

プロセス 活動量 排出係数 GHG量

• 算定結果のグラフ化
• 事務局が算定結果をグラフ化ご提供
• 他製品でもCFP算定ができるように、

手順を示した算定手順書もご提供

1 2 3
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CFP算定結果をもとに、削減施策・計画策定を支援。計画を基に、各社で削減施策を実
行する1

GHG削減策の検討・実行の支援イメージ

1. 本資料はイメージ共有を目的としており、架空の情報にて作成しています
2. 助成金の申請書作成を代行するものではありません

CFP算定 削減策 ブランディング
・PR

GHG削減策の検討・実行

• 削減策の検討
• 参加者より既存の削減施策を

ご教示
• 排出量が大きいプロセスに関し、事務

局から削減策と推定削減量をご提示
• 参加者より実現可能性へのご意見を

いただき、優先順位を検討

1 • 削減計画の策定
• 優先順位に基づき、事務局が削減

施策のロードマップ案を策定
• 参加者にご確認いただき、ロードマッ

プを最終化

2 • 削減策の実行
• 各社にて、グリーン製品の開発・生産

を実行
– 都の助成金も活用可能

• 事務局は進捗管理をサポート

3

助成金申請では伴走支援で作成した
算定結果が活用できる2

実施方針 実現可能性の分類
ア.補助金を使って実施　　　　（試①原材料の購買の変更等、自社に選択権がある。かつ、現時点で実施が可能である（試作品作製を含む）
イ.補助金を使わないが実施 ②原材料の購買の変更等、自社に選択権がある。但し、現時点で実用化・普及はしておらず、試作品作製含め実施不可
ウ.実施しない ③自社に選択権がない

段階 プロセス 排出量に
占める割合

削減施策 実施方針 実現可能性 CFPへの
削減寄与率
(施策合計)[%]

CFPへの
削減寄与率
（プロセス毎）[%]

削減効果
[%]

削減量
[kg-CO2e]

削減の考え方

原材料調達 材料A 22% 低炭素素材への変更 ア ① XX XX XX XX XX
部品の軽量化 ア ① XX XX XX XX XX

原材料調達 材料B 18% 部品Bの廃止 ア ① XX XX XX XX XX
低炭素素材への変更 ア ① XX XX XX XX XX
部品の軽量化 ア ① XX XX XX XX XX

生産 電力 (生産段階全体) 13% 生産段階の再エネ化 ウ ③ XX XX XX XX XX
生産設備の省エネ化 ウ ③ XX XX XX XX XX

流通・販売 輸送 (卸倉庫→店舗) 6% 輸送車両の低炭素化 ウ ③ XX XX XX XX XX
輸送車両の積載率向上 ウ ③ XX XX XX XX XX
卸倉庫の立地効率化 ウ ② XX XX XX XX XX
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ワークショップを通じてグリーン製品のブランディング・PR戦略の立案を支援。戦略をもとに、各
社にてブランディング・PRを実行1

ブランディング・PR戦略の検討・実行の支援イメージ

1. 本資料はイメージ共有を目的としており、架空の情報にて作成しています。

ブランディングの方針検討用のフレームワーク

• ブランディング・PR戦略の立案
• 事務局が、顧客起点のブランディング方針検討のワーク

ショップを提供
– ワークシートを用いて、誰に/何を/どのように示していくか

を議論
– ブランディング・PRの実務に活かせるブランド価値規定

シートを作成

• ブランディング・PRの実行
• ブランド価値規定シートに基づき、各社にて

ブランディング・PRを実行
– 都の助成金も活用可能

• 事務局は進捗管理をサポート

ワークショップ資料

ブランディング・PR戦略の検討・実行

CFP算定 削減策 ブランディング
・PR

1 2
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算定に用いるデータは秘匿性を担保するため、不安なく取り組むことができる
データの取り扱い

懸念例

対応策

活動量データとコストデータは
紙一重、顧客に提供したくない

事務局がデータ共有の間に入ることで、
データ秘匿性を担保

削減につながるポイントを踏まえ、全てを
共有/非共有ではなく、必要な部分の
共有をご提案

部材aの活動量・排出係数
共に弊社に提供して算定

部材aのCFPのみを提供

企業グループ A社

事務局

企業グループ B社

排出係数DBを持っていない

算定・データ共有に必要な
データベースを参画企業にご提供

IDEA ( 日本の有料排出係数
データベース) を事務局から提供

• 原材料やプロセスごとの排出量がわかり、
効果的な削減施策検討に有効

• ただし、単独企業、企業グループごとに
付与するライセンス数には規定あり

企業グループでの取組単独・企業グループでの取組

算定に用いたデータは公開したくない

CFPの算定結果のみを公表するため、
秘匿性が保たれる

算定を行う事務局のみにデータを
提供いただき、事務局にて算定

• 企業グループでの取組の場合には必要
に応じて、データを企業間で共有
(詳しくは右記)
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削減策の実行やグリーン製品のブランディング・PRに用いることが可能な助成金が用意されて
いる
助成金の概要

対象と要件

本事業に参加した中堅企業、中小企業、スタートアップ
ただし東京都に本社や事業所を持つ企業に限る

グリーン製品に関する取組
• 試作開発や試験評価
• 事業化に向けた生産・

量産

• 販売に向けたPR
• ブランディング

• 試作開発や試験評価に必ず取り組むこと
• ハンズオン支援で策定したGHG削減計画に基づき

事業を実施すること
• 製品開発の前後でCFPを算定し、従来品よりも

GHG削減効果の高いグリーン製品を開発すること
• グリーン製品を助成対象期間内に開発し、最終

成果物として試作品、または完成品等を公社に
報告すること

• 事業の実施場所が日本国内であること

詳細は下記サイトを参照
東京都環境公社HP1

• 中堅企業:
取組に係る経費の1/2又は
5,000万円のいずれか低い金額

• 中小企業・スタートアップ:
取組に係る経費の2/3又は
5,000万円のいずれか低い金額

助成金を支給
対象 企業

取組

要件

1. (公財) 東京都環境公社 (クール・ネット東京) ウェブサイト https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/green-supply 

事務局が
助成金の
申請書作成
に対して
助言2

2. 事務局が助成金の申請書作成を代行するものではない

https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/green-supply
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/green-supply
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/green-supply
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/green-supply
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/green-supply
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/green-supply
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/green-supply
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採択決定後、速やかに伴走支援を開始。年内のCFP算定、年明けの排出量削減計画策定、
来年度のGHG削減の実行、グリーン製品のブランディング・PRを目指す
事業の全体スケジュールの予定 (参加企業と相談の上、最終決定する)

:東京都と事務局が協議して実施 :事業として実施

採択先
の選定

CFP算定

GHG排出量
削減計画の
策定

製品の
ブランディング、
PR戦略立案

2026 (R8) 年度 2027 (R9) 年度

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 3月2月 4月 5月 6月 7月 9月8月 10月 11月 12月

公募 審査・
採択

対象商品・算定
方針を決定後
CFP算定

GHG削減目標の
設定、削減対策の
検討・具体化

1月 2月

グリーン製品のブランディング、PR戦略立案・実行1

(製品の季節性も考慮)

3月

製品特性も考慮しつつ、
グリーン製品実現を目指す

5月

GHG削減策の実行1・進捗管理

1. 実行は主に採択企業が行い、事務局は進捗の管理を行う
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• 東京都よりご挨拶

• カーボンフットプリント(CFP)とは

• 事業のご紹介

• 申請書記載方法のご説明

• 質疑応答

本日の内容
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申請書は単独とグループで異なるため、該当する申請書を選んで記載
企業単独、グループそれぞれの申請書例

企業単独用 企業グループ用

企業情報等は参加企業
ごとに記載する
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企業基本情報の記載方法 (単独、グループ共通)
申請区分、企業基本情報

• 東京都に本社を有さない企業かつ、東京都に事業所がある企業は
「都内の事業所名及び所在地」を記載ください
– 注：グループ応募では、過半数の企業は東京都に事業所を有

している必要があります
• 企業区分は別紙を参照して〇をつけてください
• 従業員数は「常時使用する従業員数」を記載ください
• 中小・中堅企業の場合には該当確認にチェックしてください。こちらに

当てはまらない企業は大企業の区分となります
• スタートアップの場合には設立年月日も記載ください

企業グループで応募の場合には「企業基本情報」を参加企業分記載
してください
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本事業の取組対象としたい製品の記載方法
取組対象製品

• 取組対象の製品に関する記載は、グリーン製品に資するものである
かどうかを判断材料とさせていただきます

• 「上記製品を選んだ理由」では、本製品に取り組むことでの削減
インパクトが見込めるか否かを判断させていただきます
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事業実施の実現性の記載方法
事業実施の実現可能性

• 「主な原材料～調整状況」については、CFPを算定するにあたって必要になる
データを入手できそうかどうかを判断させていただきたく、記入をお願いしている
項目になります
– ここで想定する「データ」とは、例えば以下のようなものとなります

– 製品のライフサイクルのフロー
– 原材料の種類や入手元（地域）
– 製造プロセスで使用しているエネルギー源やその使用量等

– 調整にあたっての懸念点やご相談点があれば問い合わせ先にご連絡くだ
さい

• 「本対象製品～GHG削減に向けた取組予定」「対象製品の～PRしたいか」
について、現時点で想定されている削減取組や訴求内容、活用方法につい
て記入をお願いいたします
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申請書の記載方法
本事業での必須事項に関する確認、その他

• 募集要項や助成金の詳細をしっかりと確認したうえで、ご応募ください
• なお事業の実施場所は日本国内であることが条件であるため、その点は

ご留意ください

• その他については、事業実施にあたっての懸念点や相談事項があればご
記載ください
– 申請にあたっての不明点やご相談事項は、応募前にも

TokyoCFP@bcg.comにお気軽にご連絡ください

• 活動実績は、参考までに記載をお願いしております。こちらの有無が採択
に影響することはございません
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募集要項で特にご確認いただきたい事項①
対象企業、助成金詳細

対象事業者は、次に掲げるすべての事項を満たす企業であるこ
ととします。企業の区分は別紙をご参照ください
• 企業グループでの応募の場合

– 大企業、中堅企業、中小企業等でサプライチェーンを
構成し、グリーン製品の開発・生産に取り組む企業グ
ループであること

– グループの代表となる企業は、都内に本社を置いている
こと

– グループを構成する企業は、過半数が都内に事業所を
置いていること。ただし、都外の企業については、日本国
内に本社を置いていること

– 1グループ最大6社までとすること
• 企業単独での応募の場合

– 中堅企業、中小企業、スタートアップであること
– 都内に本社を置いていること

募集対象企業等 助成金の詳細

クール・ネット東京の助成金に関する説明
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/green-supply
に記載の助成金の詳細

https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/green-supply
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/green-supply
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/green-supply
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/green-supply
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/green-supply
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募集要項で特にご確認いただきたい事項②
審査に向けた留意事項

支援先は、以下の事項を満たしている必要があります。
• 以下の事業を営んでいないこと

– 宗教教育その他宗教活動に該当する事業
– 政治活動に該当する事業
– 違法若しくは適法性に疑義のある事業又は公序良俗に問題の

ある事業
– 公的な資金の使途として社会通念上、不適切であると判断さ

れる事業 (風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する
法律 (昭和23年法律第122号) により定める風俗営業など)

– 連鎖販売取引、ネガティブ・オプション (送り付け商法)、催眠商
法、霊感商法など公的資金の支援先として適切でないと判断
される事業

• 現在かつ将来にわたって、暴力団員等 (東京都暴力団排除条例
(平成23年東京都条例第54号) 第２条第２号に規定する暴力団、
同条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に規定する暴力
団関係者をいう。以下「暴力団員等」という。) に該当しないこと、暴
力団員等が経営を支配していると認められる関係等を有しないこと
及び暴力的な要求行為等を行わないこと

• 法令等で定める租税についての未申告、滞納がないこと
• 本事業による助成対象事業について、他の助成金又は補助金を受

給していないこと。過去に税金の滞納がない者、刑事上の処分を受
けていない者その他の公的資金の交付先として社会通念上適切で
あると認められる者であること

• 法令を遵守していること

以下の場合、審査対象外とします。
• 応募内容に不備がある場合
• 応募に際し虚偽の情報を記載し、そのほか運営事務局に対して虚

偽の申告を行った場合
• 募集要項が定める事項を満たさない場合
• その他、都が不適切と判断する場合

事業実施にあたり、以下の点にご留意ください。
• 応募にあたってご提供いただく個人情報を含む応募情報は、都、運

営事務局、審査員にて本事業に必要な範囲で利用、共有されます。
また、応募情報を事前の承認なく、都、運営事務局、審査員以外
の第三者に提供することはありません

• 審査経過・審査結果に関するお問い合わせには応じられません
• 本事業への参加が不適切であると都及び運営事務局が判断した場

合には、途中で辞退いただく場合があります
• 本事業の実施は、関係法令等を遵守し、採択された企業または企

業グループの責任で行ってください。本事業の実施に関して発生した
損害 (第三者に及ぼした損害を含む) については、採択された企業
または企業グループが その費用を負担してください

留意事項
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以下の観点に基づく評価を行い、採択をいたします
審査観点

• 適格性
– (グループ応募の場合) 募集要項に沿った企業の構成・数での応募になっているか
– グループの代表となる企業及び単独で取り組む企業は、都内に本社を置いているか

– グループを構成する企業は、過半数が都内に事業所を置いているか
– 事業を通じてグリーン化する対象製品が決まっているか

• 円滑な事業運営
– 協力体制と役割分担が明確か

• 実現性
– CFP算定にあたってデータが入手可能か
– GHG削減に取り組む具体的な施策計画があるか

• 他企業・都民への影響度
– 具体的なブランディング・PRの予定があるか
– 本事業を通じて、他企業への波及効果や都民への訴求効果が期待できるか

審査にあたっては、申請書の
内容のみならず、ヒアリングを
お願いさせていただくことがあるため、
その旨をご了承いただきたい
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34

• 東京都よりご挨拶

• カーボンフットプリント(CFP)とは

• 事業のご紹介

• 申請書記載方法のご説明

• 質疑応答

本日の内容
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質疑応答
伴走支援の内容についてご質問がある方は、
Zoom ウェビナーのQ&A機能を使って
ご質問をお送りください

※助成金に関しての質問事項は、
東京都環境公社へお問合せください



36 Co
py

ri
gh

t 
©

 2
02

6 
by

 B
os

to
n 

Co
ns

ul
ti

ng
 G

ro
up

. 
Al

l 
ri

gh
ts

 r
es

er
ve

d.

本事業に関する
お問い合わせ先

伴走支援に関するお問合せ
ボストン・コンサルティング・グループ合同会社
(東京都から事業委託)
E-mail: TokyoCFP@bcg.com

助成金に関するお問合せ
公益財団法人東京都環境公社
東京都地球温暖化防止活動推進センター
事業支援チーム
電話：03-5990-5088
E-mail: green-supply@tokyokankyo.jp
電話：03-5990-5088
email: green-supply@tokyokankyo.jp
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